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入 札 説 明 書 

 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 

長官官房放射線防護グループ監視情報課 

 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁の役務の調達に係る入札公告（令和３年１月２６日付け

公告）に基づく入札については、関係法令、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定

めるもののほか下記に定めるところによる。 

 

 

                                          記 

 

１．競争入札に付する事項                                                      

(1) 件名 

   令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務 

 (2) 契約期間 

契約締結日から令和４年３月３１日まで 

 (3) 納入場所 

仕様書による。 

 (4) 入札方法 

入札金額は、総価で行う。 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額

を切捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約金額の１

１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。                        

     

２．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者で

あること。 

 なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。  

(3) 原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者ではないこと。 

(4) 令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争参加資格（全

省庁統一資格）「役務の提供等」において「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付け

されている者であること。 
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(5) 入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

 

３．入札者に求められる義務等 

  この一般競争に参加を希望する者は、原子力規制委員会原子力規制庁の交付する仕様

書に基づき適合証明書を作成し、適合証明書の受領期限内に提出しなければならない。 

また、支出負担行為担当官等から当該書類に関して説明を求められた場合は、それに

応じなければならない。 

  なお、提出された適合証明書は原子力規制委員会原子力規制庁において審査するもの

とし、審査の結果、採用できると判断した証明書を提出した者のみ入札に参加できるも

のとする。 

 

４．入札説明会の日時及び場所 

本案件は、入札説明会を実施しない。 
 

５．適合証明書の受領期限及び提出場所 

 （１）受領期限 

令和３年２月１８日（木） １２：００ 

 （２）受領場所 

〒106-8450 東京都港区六本木１丁目９番９号 六本木ファーストビル７階 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

 （３）提出方法 

ア．電子調達システムで参加する場合 

    電子調達システムで参加する場合は（１）の期限までに同システム上で適合証明

書を提出すること（同システムのデータ上限は 10MB まで）。 

   イ．書面で参加する場合 

     書面で参加する場合は（１）の期限までに持参または郵送とする。郵送の場合

は受け付けるが確実に届くよう、配達証明等で送付すること。なお、メールによ

る適合証明書の受領は受け付けない。 

 （４）その他 

    審査の結果は令和３年３月１日（月）までに電子調達システムで通知する。書面

により入札に参加する者へは、書面で通知する。（審査結果通知書） 

     

６．競争執行の日時、場所等 

 （１）入札・開札の日時及び場所 

    日時：令和３年３月２日（火） １３：３０～ 

場所：原子力規制委員会原子力規制庁 六本木ファーストビル１８階入札会議室 

               

（２）入札書の提出方法 

ア．電子調達システムによる入札の場合 

   ６．（１）の日時までに同システムにより入札を行うものとする。 

  イ．書面による入札の場合 
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   原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式２による書面を５．（１）の

日時までに５．（２）の場所へ持参または郵送すること。 

    また、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式１による入札書を

６．（１）の日時及び場所に持参すること。入札書を電話、ＦＡＸ、郵送等により

提出することは認めない。なお、入札書の日付けは、入札日を記入すること。 

ウ．入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができな

い。 

 （３）入札の無効 

入札公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反

した入札は無効とする。 

 

７．落札者の決定方法 

支出負担行為担当官が採用できると判断した適合証明書を提出した入札者であって、

予決令第７９条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札額によって

はその者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる

とき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが

あって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ

て入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

 

８. その他の事項は、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得の定めるところにより実施

する。 

 

９．入札保証金及び契約保証金   全額免除                                      

     

10．契約書作成の要否   要 

 

11. 契約条項       契約書（案）による。 

 

12．支払の条件      契約書（案）による。 

 

13. 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨に限る。 

 

14．契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地 

  支出負担行為担当官 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 伊藤 隆行 

  〒106-8450  東京都港区六本木一丁目９番９号 

 

15．その他 

  (1) 競争参加者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責

任において速やかに書面をもって説明しなければならない。 
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 (2) 本件に関する照会先 

    担当：原子力規制委員会原子力規制庁 長官官房放射線防護グループ監視情報課 

堀越、加藤 

    電話：０３―５１１４―２１２６ 

    FAX ：０３―５１１４―２１８５ 

    

(3)  電子調達システムの操作及び障害発生時の問合せ先 

政府電子調達システム（ＧＥＰＳ）ホームページアドレス https://www.geps.go.j

p/ヘルプデスク 0570-014-889(ナビダイヤル) 

受付時間 平日 ９時００分～１７時３０分 

 

  (4) 契約締結日までに令和３年度の予算（暫定予算を含む。）が成立しなかった場合

は、契約締結日は、予算が成立した日以降とする。 

また、暫定予算となった場合、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみ

の契約とする場合がある。 

なお、本調達は、令和３年度予算に係る調達であることから、予算の成立以前

においては、落札予定者の決定となり、予算の成立等をもって落札者とすること

とする。 
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（別 紙） 

 

原子力規制委員会原子力規制庁入札心得 

 

１．趣旨 

 原子力規制委員会原子力規制庁の所掌する契約（工事に係るものを除く。）に係る

一般競争又は指名競争（以下「競争」という。）を行う場合において、入札者が知り、

かつ遵守しなければならない事項は、法令に定めるもののほか、この心得に定めるも

のとする。 

 

２．入札説明書等 

（１）入札者は、入札説明書及びこれに添付される仕様書、契約書案、その他の関係資

料を熟読のうえ入札しなければならない。 

（２）入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求めること

ができる。 

（３）入札者は、入札後、（１）の書類についての不明を理由として異議を申し立てる

ことができない。 

 

３．入札保証金及び契約保証金 

 環境省競争参加資格（全省庁統一資格）を保有する者の入札保証金及び契約保証金

は、全額免除する。 

 

４．入札書の書式等 

 入札者は、様式１による入札書を提出しなければならない。 

 ただし、電子調達システムにより入札書を提出する場合は、同システムに定めるとこ

ろによるものとする。なお、入札説明書において「電子調達システムより入札書を提

出すること。」と指定されている入札において、様式１による入札書の提出を希望す

る場合は、様式２による書面を作成し、入札説明書で指定された日時までに提出しな

ければならない。  

 

５．入札金額の記載 

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

６．入札書の提出 

（１）入札書を提出する場合は、入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事

項に誓約の上提出すること。なお、書面により入札する場合は、誓約事項に誓約

する旨を入札書に明記することとし、電子調達システムにより入札した場合は、
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当面の間、誓約事項に誓約したものとして取り扱うこととする。 

（２）書面による入札書は、封筒に入れ封印し、かつその封皮に氏名(法人の場合は

その名称又は商号)、宛名(支出負担行為担当官原子力規制委員会原子力規制庁長

官官房参事官殿と記載)及び「令和３年３月２日開札[令和３年度 モニタリング

カーの維持管理業務]の入札書在中」と朱書きして、入札日時までに提出すること。 

（３）電子調達システムにより入札する場合は、同システムに定める手続に従い、入

札日時までに入札書を提出すること。通信状況により提出期限内に電子調達シス

テムに入札書が到着しない場合があるので、時間的余裕をもって行うこと。 

 

７．代理人等（代理人又は復代理人）による入札及び開札の立会い 

 代理人等により入札を行い又は開札に立ち会う場合は、代理人等は、様式３による

委任状を持参しなければならない。また、代理人等が電子調達システムにより入札す

る場合には、同システムに定める委任の手続を終了しておかなければならない。 

 

８．代理人の制限 

（１）入札者又はその代理人等は、当該入札に係る他の入札者の代理人を兼ねること

ができない。 

（２）入札者は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」と

いう。）第７１条第１項各号の一に該当すると認められる者を競争に参加するこ

とができない期間は入札代理人とすることができない。 

 

９．条件付の入札 

 予決令第７２条第１項に規定する一般競争に係る資格審査の申請を行った者は、競

争に参加する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあっ

ては指名されることを条件に入札書を提出することができる。この場合において、当

該資格審査申請書の審査が開札日までに終了しないとき又は資格を有すると認めら

れなかったとき若しくは指名されなかったときは、当該入札書は落札の対象としな

い。 

 

10．入札の無効 

 次の各項目の一に該当する入札は、無効とする。 

① 競争に参加する資格を有しない者による入札 

② 指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札 

③ 委任状を持参しない代理人による入札又は電子調達システムに定める委任の手

続を終了していない代理人等による入札 

④ 書面による入札において記名を欠く入札 

⑤ 金額を訂正した入札 

⑥ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

⑦ 明らかに連合によると認められる入札 

⑧ 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は２者以上の代理をした者の入 

札 
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⑨ 入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、証

明書が契約担当官等の審査の結果採用されなかった入札 

⑩ 入札書の提出期限までに到着しない入札 

⑪ 暴力団排除に関する誓約事項（別記）について、虚偽が認められた入札 

⑫ その他入札に関する条件に違反した入札 

 

11．入札の延期等 

 入札参加者が相連合し又は不穏の行動をする等の場合であって、入札を公正に執行

することができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ

せず、又は入札の執行を延期し若しくはとりやめることがある。 

 

12．開札の方法 

（１）開札は、入札者又は代理人等を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札者

又は代理人等の立会いがない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わ

せて行うことができる。 

（２）電子調達システムにより入札書を提出した場合には、入札者又は代理人等は、

開札時刻に端末の前で待機しなければならない。 

（３）入札者又は代理人等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求

めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は委任状を提示しなければ

ならない。 

（４）入札者又は代理人等は、開札時刻後においては開札場に入場することはできな

い。 

（５）入札者又は代理人等は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた

場合のほか、開札場を退場することができない。 

（６）開札をした場合において、予定価格の制限内の価格の入札がないときは、直ち

に再度の入札を行うものとする。電子調達システムにおいては、再入札を行う時

刻までに再度の入札を行うものとする。なお、開札の際に、入札者又は代理人等

が立ち会わず又電子調達システムの端末の前で待機しなかった場合は、再度入札

を辞退したものとみなす。ただし、別途指示があった場合は、当該指示に従うこ

と。 

 

13．調査基準価格、低入札価格調査制度 

（１）工事その他の請負契約（予定価格が１千万円を超えるものに限る。）について

予決令第８５条に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、

その者により当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがある

と認められる場合の基準は次の各号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める

額（以下「調査基準価格」という。）に満たない場合とする。 

① 工事の請負契約 その者の申込みに係る価格が契約ごとに１０分の７．５か

ら１０分の９．２までの範囲で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて

得た額 

② 前号以外の請負契約 その者の申込みに係る価格が１０分の６を予定価格に
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乗じて得た額 

（２）調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者

は、事後の資料提出及び契約担当官等が指定した日時及び場所で実施するヒアリ

ング等（以下「低入札価格調査」という。）に協力しなければならない。 

（３）低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事の状況、履行体

制、国及び地方公共団体等における契約の履行状況等について実施する。 

 

14. 落札者の決定 

（１）有効な入札を行った者のうち、予定価格の制限内で最低の価格をもって入札し

た者を落札者とする。 

（２）低入札となった場合は、一旦落札決定を留保し、低入札価格調査を実施の上、

落札者を決定する。 

（３）前項の規定による調査の結果その者により当該契約の内容に適合した履行がさ

れないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者のうち最低の価格

をもって入札した者を落札者とすることがある。 

 

15．落札者となるべき者が２者以上ある場合の落札者の決定方法 

当該入札の落札者の決定方法によって落札者となるべき者が２者以上あるときは、

直ちに当該者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。 

なお、入札者又は代理人等が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務

に関係のない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。 

 

16．落札決定の取消し 

 落札決定後であっても、入札に関して連合その他の事由により正当な入札でないこ

とが判明したときは、落札決定を取消すことができる。 

 

17．契約書の提出等 

（１）落札者は、契約担当官等から交付された契約書に記名押印（外国人又は外国法

人が落札者である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代えること

ができる。）し、契約書を受理した日から１０日以内（期終了の日が行政機関の

休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する日に当たるとき

はこれを算入しない。）に契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契

約担当官等が必要と認めた場合は、この期間を延長することができる。 

（２）落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その効

力を失う。 

 

18．契約手続において使用する言語及び通貨 

契約手続において使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨に限る。 
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（別 記） 
 

暴力団排除に関する誓約事項 
 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見

積書）の提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含

む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び

生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確

認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は

暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としませ

ん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協

力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であ

ることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介

入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、

発注元の契約担当官等へ報告を行います。  
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（様式１） 

入  札  書 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

                所 在 地 

                商 号 又 は 名 称 

                代表者役職・氏名           

 

               （復）代理人役職・氏名         

 

 下記のとおり入札します。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札件名 ：令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務 

 

 ２ 入札金額 ：金額                    円也 

 

 ３ 契約条件 ：契約書及び仕様書その他一切貴庁の指示のとおりとする。 

 

 ４ 誓約事項 ：本入札書は原本であり、虚偽のないことを誓約するととも

に、暴力団排除に関する誓約事項に誓約する。 

 

 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  Ｆ Ａ Ｘ： 
  E - m a i l： 
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（様式２） 

 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

                所 在 地 

                商 号 又 は 名 称 

                代表者役職・氏名          

 

 

       

電子入札案件の紙入札方式での参加について 

 

 

 

 下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないの

で、紙入札方式で参加をいたします。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札件名 ：令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務 

 

 

 ２．電子調達システムでの参加ができない理由 

   (記入例)電子調達システムで参加する手続が完了していないため 

 

 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  Ｆ Ａ Ｘ： 
  E - m a i l： 
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（様式３－①） 

 

委  任  状 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

                 所 在 地                   

            （委任者）商 号 又 は 名 称 

                 代表者役職・氏名        

 

 

                  代 理 人 所 在 地 

            （受任者）所 属 (役 職 名 ) 

                 代 理 人 氏 名        

 

 

 

 当社              を代理人と定め下記権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

（委任事項） 

 

  １ 令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務の入札に関する一切の件 

 

  ２ １の事項にかかる復代理人を選任すること。 

 

 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  Ｆ Ａ Ｘ： 
  E - m a i l： 
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様式３－②) 

 

委  任  状 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

                 代 理 人 所 在 地 

            （委任者）商 号 又 は 名 称 

所 属 (役 職 名 ) 

                 代 理 人 氏 名         

 

 

                                復 代 理 人 所 在 地 

            （受任者）所 属 ( 役 職 名) 

                 復 代 理 人 氏 名         

 

 

 

 当社             を復代理人と定め下記権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

（委任事項） 

令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務の入札に関する一切の件 

 

 

 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  Ｆ Ａ Ｘ： 
  E - m a i l： 
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（参 考） 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

（一般競争に参加させることができない者）  
第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条

の三第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由があ

る場合を除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができな

い。  
 一 当該契約を締結する能力を有しない者  
 二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  
 三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）

第三十二条第一項各号に掲げる者  
 

（一般競争に参加させないことができる者）  
第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれか

に該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争

に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用

する者についても、また同様とする。  
 一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品    

質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  
 二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得

るために連合したとき。  
 三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  
 四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  
 五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  
 六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  
 七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされて

いる者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人と

して使用したとき。  
２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般

競争に参加させないことができる。 
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仕様書（案） 

 

１．件名 

令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務 

 

２．目的 

本契約は、原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）が保有す

るモニタリングカーについて、常時出動できるよう適切な維持管理を行うことを目

的とする。 

 

３．対象車両及び配備先場所 

令和３年１月２６日時点での車両配備先場所（以下「各配備場所」という。）は、

「別表：車両配備場所一覧」のとおり。 

ただし、期間中に配備場所が変更となる場合がある（事前に規制庁担当者より連

絡する）。 

 

４．実施内容 

Ⅰ．月例点検 

毎月１回、緊急自動車に関する以下の点検項目について点検を行うこと。 

（１）室内  

・ブレーキペダルの遊び、踏み込んだときの床板とのすき間 

・ブレーキのきき具合 

・パーキングブレーキレバー（ペダル）の引きしろ（踏みしろ） 

・パーキングブレーキのきき具合 

・クラッチペダルの遊び、切れたときの床板とのすき間 

・クラッチの作用 

（２）エンジンルーム  

・ブレーキ液の量 

・冷却水の量 

・エンジンオイルの量 

・バッテリ液の量 

・ウインド・ウォッシャ液の量 

・バッテリの電圧電流 

（３）足まわり  

・タイヤの空気圧・亀裂・溝の深さ等 

（４）外観 

・ランプ類の点灯・点滅 

（５）清掃 

・洗車（足まわり含む） 
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・車内清掃 

（６）緊急自動車としての点検 

・赤色灯の点灯・点滅 

・サイレンの動作 

 

Ⅱ．タイヤ交換 

冬用タイヤもしくは夏用タイヤへの交換（年２回）を行い、装着したタイヤの

空気圧調整を行うこと。交換時期は、各配備場所と調整し、実施する。 

 

 Ⅲ．定期点検支援（6ヶ月毎、12 ヶ月毎、24ヶ月毎の点検） 

法令に基づく緊急自動車の定期点検に関して、以下に示す支援を行うこと。 

なお、定期点検項目が月例点検と重複する場合は、月例点検の当該項目の実施

を省略することができる。 

  （１）点検項目等の調整 

・受注者が行う月例点検実績を基に各配備場所及び近隣の自動車整備業者等と

点検項目及び交換部品の調整等を実施すること。 

（２）車両引き渡し等 

・規制庁にて別途契約する業者への車両引渡し及び受取りの立会い等を実施す

ること。 

  （３）点検結果の報告 

・「点検整備記録簿」及び「自動車検査証」等の原本は、対象車両内において

適切に保管し、その写しを規制庁に提出すること。 

 

Ⅳ．自動車検査支援（24 ヶ月点検と同時） 

本業務実施期間内に自動車検査の有効期限が到来する場合は、対象車両の自動

車検査に係る手続きを支援する。 

支援内容については、上記の定期点検支援と同様とする。 

 

Ⅴ．作業報告 

（１）月例報告書 

・毎月、Ⅰ～Ⅳに関する各進捗と点検等の結果をまとめた月例報告書を作成し、

規制庁に提出すること。なお、提出は特段の事由がない限り対面にて行う。 

 （２）年間報告書 

・年度末に、年間の業務結果をまとめた年間報告書を提出すること。 

 

５．実施に係る留意事項 

（１） 定期点検及び自動車検査に係る費用（点検整備場等への車両の運搬・返却を

含む）、自動車重量税及び自動車損害賠償責任保険料は、規制庁が負担するも

のとする。 

（２） 車両の点検日程に関しては、事前に各配備場所と調整の上、実施すること。

また、変更があった場合については、各配備場所に連絡すること。 
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（３） 期限のある車両点検を実施する際は、規制庁から特別な指示がない限り、原

則として、期限内に点検等の手続きを完了すること。工程に遅延が生じた場合

は、直ちに規制庁担当者に報告するとともに、工程の遅延を回復する措置を講

じること。 

（４） 各車両に搭載されている走行サーベイシステムや GPS、通信アンテナ等、モ

ニタリング業務に係る機器については一切触れないこと。本業務によりモニタ

リング機器に不具合が生じたことが明確な場合、受注者の負担において修理す

ること。 

（５） 点検等の結果については、完了後速やかに各配備場所に報告を行い、月例報

告において規制庁に報告を行うこと。 

（６） なお、月例点検及びタイヤ交換に関して下請負に出す場合は、点検前の車両

引渡し、点検後の受取りに立会うこと。 

 

６．実施場所 

各配備場所及び受注者の作業場所（自動車整備工場等を含む） 

 

７．実施期間 

契約締結日（令和３年４月１日予定）から令和４年３月３１日まで 

 

８．実施責任者及び実施体制 

受注者は、実施責任者及び品質管理体制を明示した実施体制表を提出すること。 

あらかじめ下請負者が決まっている場合は、下請負者名及びその発注業務内容を含

めて記載すること。ただし、金５０万円未満の下請負業務、印刷費、会場借料、翻訳

費及びその他これに類するものを除く。 

実施責任者は本作業の遂行にあたり十分な実務能力及びマネジメント能力を有し、

本作業を統括する立場にある者とすること。 

実施体制には必ず本件に精通した経験豊富なスタッフを含めること。また、２人以

上の直接の担当者を定め、一方が出張などの時にも支障なく業務が遂行できるよう

にすること。 

 

９．提出書類及び納入品目 

（１） 提出書類 

受注者が規制庁の承認を受けるため、又は規制庁に報告するために提出する

書類、提出部数、提出期日は、次のとおりとする。 

 

 提出書類 提出部数 提出期日 

１ 実施体制表 1 契約締結後速やかに 

変更時は改訂版を速やかに提出すること 

２ 下請負届 1 契約締結後速やかに 

該当しない場合は省略できる。 

３ 工程表 1 契約締結後速やかに提出し、規制庁の承認
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 提出書類 提出部数 提出期日 

を受けること。 

４ 月例報告書 1 毎翌月の１５日まで 

月毎のトピックスを付けること 

５ 年間報告書 1 令和４年３月３１日まで 

注：年度初、年度末、連休、年末年始の提出日・提出方法については、規制庁

と協議し、規制庁の指示に従うこと。 

 

 

（２）納入品目及び納入場所 

(a) 納入品目： 

（１）に定める提出書類 

(b) 納入場所： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル７階 

 

１０．検収条件 

本仕様書に記載の内容を満足し、９．に記載の提出書類が全て提出されていること

が確認されたことをもって検収とする。 

 

１１．情報セキュリティの確保 

受注者（請負者） は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとす

る。 

（１）受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその

実施方法及び管理体制について原子力規制庁担当者に書面で提出すること。 

（２）受注者は、原子力規制庁担当者から要機密情報を提供された場合には、当該情

報の機密性を格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講じること。 

（３）また、本業務において受託者が作成する情報については、原子力規制庁担当官

からの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

（４）受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュ

リティ対策の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において請負業務に係

る情報セキュリティ事故が発生したときは、必要に応じて原子力規制庁担当者

の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

（５）受注者は、規制庁担当者から提供された要機密情報が業務終了等により不要に

なった場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 

また、請負業務において受注者が作成した情報についても、規制庁担当者からの

指示に応じて適切に廃棄すること。 

（６）受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を報告す

ること。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf 
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１２．業務の引継ぎ 

（１）用語の定義 

ア 現行の受注者：今現在請負っている業者 

イ 受注者：本仕様書に基づく入札で落札した業者 

ウ 次回の受注者：本仕様書に基づく受注者の契約終了後の入札で落札した業者 

（２）現行の受注者からの引継ぎ 

原子力規制庁は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行の受注者及び受注者

に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務を新たに実施することとなった受注者は、本業務の開始までに、業務内容

を明らかにした書類等により、現行の事業者から業務の引継ぎを受けるものとす

る。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、現行の受注者の負担となる。 

（３）本業務終了の際に受注者の変更が生じた場合の引継ぎ 

原子力規制庁は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、受注者及び次回の受注者

に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務の終了に伴い受注者が変更になる場合には、受注者は次回の受注者の当該

業務の開始日までに、業務内容を明らかにした書類により、次回の受注者に対し、

引継ぎを行うものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、受注者の負担となる。 

（４）原子力規制庁からの貸与物件 

なし。 

 

１３．その他 

（１） 受注者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたと

き、あるいは本仕様書に記載のない細部については、規制庁担当者と速やかに協

議し、その指示に従うこと。 

（２） 作業実施者は、規制庁担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、

かつ良好な関係が保てること。 

（３） 業務上不明な事項が生じた場合は、規制庁担当者に確認の上、その指示に従う

こと。 

（４） 常に、規制庁担当者との緊密な連絡・協力関係の保持及び十分な支援を提供す

ること。 

（５） 本調達において納品される成果物の著作権は、検収合格が完了した時点で、当

庁に移転する。受注者は、成果物の作成に当たり、第三者の工業所有権又はノウ

ハウを実施・使用するときは、その実施・使用に対する一切の責任を負う。 

（６） 成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者は、無

償で速やかに必要な措置を講ずること。 

 

以 上 
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別表：車両配備場所一覧 

（R3.1.26 時点） 

  配備場所 登録番号 車両 有効期限 

1 泊原子力規制事務所 

（北海道岩内郡共和町南幌似 141-1） 

札幌 800 

そ 7724 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.23 

2 泊原子力規制事務所 

（北海道岩内郡共和町南幌似 141-1） 

札幌 800 

た 2956 

トヨタ 

アルファード 

R3.12.24 

3 六ヶ所原子力規制事務所 

（青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字

野附 1-67） 

八戸 800 

さ 7630 

三菱 

デリカ D5 

R4.11.25 

4 六ヶ所原子力規制事務所 

（青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字

野附 1-67） 

八戸 800 

さ 9263 

トヨタ 

アルファード 

R4.2.24 

5 女川原子力規制事務所 

（宮城県石巻市立町 1-4-15（移転予

定）） 

宮城 800 

そ 2551 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.23 

6 柏崎刈羽原子力規制事務所 

（新潟県柏崎市三和町 5-48） 

長岡 800 

す 1898 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.15 

7 柏崎刈羽原子力規制事務所 

（新潟県柏崎市三和町 5-48） 

長岡 800 

す 3834 

トヨタ 

アルファード 

R4.2.25 

8 福島地域原子力規制総括調整官事務

所 

（福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛

場 45-178） 

福島 800 

す 8948 

日産 

エルグランド 

R4.3.29 

9 福島第一原子力規制事務所 

（福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛

場 45-178） 

福島 800 

す 9589 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.15 

10 福島第二原子力規制事務所 

（福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字

仲丸 1-77） 

いわき 800 

さ 9052 

三菱 

デリカ D5 

R4.11.26 

11 東海・大洗原子力規制事務所 

（茨城県ひたちなか市西十三奉行

11601-12） 

水戸 800 

せ 1115 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.21 

12 浜岡原子力規制事務所 

（静岡県牧之原市坂口 3520-17） 

静岡 800 

す 5115 

三菱 

デリカ D5 

R5.1.24 

13 志賀原子力規制事務所 

（石川県羽咋郡志賀町西山台 2-7） 

石川 800 

さ 9036 

三菱 

デリカ D5 

R4.10.27 

14 敦賀原子力規制事務所 

（福井県敦賀市金山 99-11-47） 

福井 800 

さ 8651 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.24 

15 大飯原子力規制事務所 

（福井県大飯郡おおい町成和 1-1-1） 

福井 800 

す 604 

三菱 

デリカ D5 

R4.10.27 
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16 高浜原子力規制事務所 

（福井県大飯郡高浜町薗部 35-14） 

福井 800 

さ 8325 

日産 

エルグランド 

R4.3.31 

17 高浜原子力規制事務所 

（福井県大飯郡高浜町薗部 35-14） 

福井 800 

す 774 

トヨタ 

アルファード 

R4.1.14 

18 熊取原子力規制事務所 

（大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-

1010-1） 

和泉 800 

す 9351 

トヨタ 

アルファード 

R4.1.6 

19 島根原子力規制事務所 

（島根県松江市内中原町 52） 

島根 800 

さ 8787 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.21 

20 伊方原子力規制事務所 

（愛媛県八幡浜市北浜 1-3-37） 

愛媛 800 

す 5748 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.26 

21 伊方原子力規制事務所分室 

（愛媛県西予市宇和町卯之町 5-175-

3） 

愛媛 800 

す 8801 

トヨタ 

アルファード 

R4.2.16 

22 玄海原子力規制事務所 

（佐賀県唐津市西浜町 2-5） 

佐賀 800 

す 1289 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.21 

23 玄海原子力規制事務所 

（佐賀県唐津市西浜町 2-5） 

佐賀 800 

す 4162 

トヨタ 

アルファード 

R4.2.17 

24 川内原子力規制事務所 

（鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3） 

鹿児島 800 

す 5963 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.23 

25 川内原子力規制事務所 

（鹿児島県薩摩川内市神田町 1-3） 

鹿児島 800 

す 6271 

日産 

エルグランド 

R4.3.29 

 

26 JAEA 原子力緊急時支援研修センター 

（茨城県ひたちなか市西十三奉行

11601-13） 

水戸 800 

せ 1114 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.21 

27 美浜原子力規制事務所 

（福井県三方郡美浜町佐田64号毛ノ

鼻 1－6） 

福井 800 

さ 8650 

三菱 

デリカ D5 

R4.12.26 

 

 

以 上 
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入札適合条件 

 
令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務を実施するにあたり、以下の条件を満た

すこと。 
 

（１）令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争参加資格（全省

庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者

であること。 
 
（２）本調達を担当する組織（会社全体または所属部門）が、組織の品質管理体制の規格で

ある「ISO9001」、組織としての能力成熟度のモデルである「CMMI レベル 3 以上」のう

ち、いずれかの認証を受けていること。 

 

（３）過去５年以内に、官公庁等公共機関が発注した緊急自動車等の特殊車両に係る調達も

しくは管理業務の受注実績を有すること。 

 

（４）原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履

行が確保されていること。 

 
 本件の入札に参加しようとするものは、上記の（１）から（４）までの条件を満たすこ

とを証明するために、様式１及び様式２の適合証明書等を原子力規制委員会原子力規制

庁に提出し、原子力規制庁放射線防護グループ監視情報課が行う適合審査に合格する必

要がある。 
なお、適合証明書等（添付資料を含む。）を書面で提出する場合は、正１部、及び副１

部を提出すること。電子調達システムで参加する場合は、入札説明書に記載の期限までに

同システム上で適合証明書を提出すること。 
また、適合証明書を作成するに際して質問等を行う必要がある場合には、令和３年２月

１６日（火）１２時までに電子メール又は文書（ＦＡＸも可）で、下記の原子力規制庁放

射線防護グループ監視情報課に提出すること。 
 

提出先：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

〒106-8450 東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル７階 

担 当：堀越、加藤 

ＴＥＬ：０３―５１１４―２１２６ 

ＦＡＸ：０３―５１１４―２１８５ 
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（様式１） 
 

令和  年  月  日 
 
 
支出負担行為担当官 
原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 
 

所 在 地 
 
商 号 又 は 名 称 
 
代表者役職・氏名 

 
 
「令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務」の入札に関し、応札者の条件を満たし

ていることを証明するため、適合証明書を提出します。 
 なお、落札した場合は、仕様書に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態

が生じた場合は、原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官の指示の下、全社を挙げて

直ちに対応します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  Ｆ Ａ Ｘ： 
  E - m a i l： 
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（様式２） 
 

適合証明書 
件名：令和３年度 モニタリングカーの維持管理業務 

 
商号又は名称： 

条  件 回 答 
(○or×) 

資料 
No. 

（１）令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争参加
資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級
に格付けされている者であること。 

 
 
 
（２）本調達を担当する組織（会社全体または所属部門）が、組織の品質管

理体制の規格である「ISO9001」、組織としての能力成熟度のモデルであ
る「CMMI レベル 3 以上」のうち、いずれかの認証を受けていること。 

 
 
 
（３）過去５年以内に、官公庁等公共機関が発注した緊急自動車等の特殊車

両に係る調達もしくは管理業務の受注実績を有すること。 

 
 
 
（４）原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリ

ティ対策の履行が確保されていること。 
 
 
 

  

 
適合証明書に対する照会先 
所在地    ：（郵便番号も記載のこと） 
商号又は名称及び所属： 
担当者名   ： 
電話番号   ： 
FAX 番号    ： 
E-Mail    ：  
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記載上の注意 

 

 

１．適合証明書の様式で要求している事項については、指定された箇所に記載す

ること。なお、回答欄には、条件を全て満たす場合は「○」、満たさない場合

は「×」を記載すること。 

 

２．内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出する

こと。なお、応札者が必要であると判断する場合については他の資料を添付す

ることができる。 

 

３．適合証明書の説明として別添資料を用いる場合は、当該項目の「資料 No.」

欄に資料番号を記載すること。 

その場合、提出する別添資料の該当部分をマーカー、丸囲み等により分かり

やすくすること。 

 

４．資料は、日本語（日本語以外の資料については日本語訳を添付）、Ａ４判（縦

置き、横書き）で提出するものとし、様式はここに定めるもの以外については

任意とする。 

 

５．適合証明書は、下図のようにまとめ提出すること。 

 

 

①項目ごとにインデックス等を付ける。 

②紙ファイル、クリップ等により、順序

よくまとめ綴じる。 
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